○ 旅 費 全 般 に つ い て の 補 足 事 項

１．旅行命令・依頼の区分並びに依頼出張における出張報告書の提出

　

（１）旅行における命令／依頼の区分について

１）出張の場合

    ・部内者（戦略的創造研究推進事業への恒常的な参加者）の扱い

      　雇用者（研究総括・兼任研究者を含む）　

・・・・・・・・・・　　旅行命令

　　・部外者（戦略的創造研究推進事業に必要なときだけ関与する者）の扱い

（領域アドバイザー・外部講師等）

　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・　　旅行依頼

                                         　（謝金を支払う場合の源泉徴収に注意）

２）外勤の場合

    ・部内者              　　・・・・・・・・「外勤簿・交通費等請求書」を使用する

　　　　　　　　　　　　　　

３）部外者が、外勤と同様の旅行を行う場合

    　　　　                   　・・・・・・・・「旅行依頼伺書」を使用し、半日当を支給できる場合は半日当を支給
                                           （謝金を支払う場合の源泉徴収に注意）

（２）出張報告及び旅費請求について 
出張をした者は、出張後すみやかに出張報告書を提出しなければならない。出張者１人ごとに作成するのを原則とするが、同一の研究チームに所属している複数の者が同一の出張期間で同一の用務内容の出張をした場合に限り、出張報告書を連名で作成することができる。旅行依頼の場合でも内国出張・外国出張を問わず提出する必要がある。

ただし、旅行依頼の場合において本部や研究事務所がそれぞれの場所で主催する会議等のように、用務内容、日程等が直接把握できるものについては提出の必要はない。

また、旅費の精算処理及び支払手続は、本人からの出張報告書の提出後、行うこととする。
２．用務地から宿泊場所の間の交通費について

　日当は、昼食相当額（半日当）及び諸経費（半日当）で構成され、用務地から宿泊場所の間の交通費は、諸経費の中に含める。したがって、日当を支給する場合、用務地と宿泊場所の間の交通費は支給できない。但し特段の理由（用務地を中心とした半径２キロメートル以内に宿泊施設がない等）がある場合は、理由を明記し証拠書類を添付の上、現に支払った金額のうち半日当を超える金額を追加して支給する。
３．航空賃の領収書及び搭乗券半券の提出・確認の徹底
　航空機を利用した場合、領収書及び搭乗券の半券を添付しなければならない。より適正な経理処理を行うことを目的として、内国出張については、領収書の金額と、搭乗券の半券に記載された運賃種別記号（一覧表参照）に基づく運賃の金額が一致しているかどうかを確認する。一致していない場合、旅行者に理由を聞いた上で返納させる。外国出張については一致の確認まで要しないが、特にパック旅行を利用している場合には内訳が妥当かどうか確認を行う。

　原本の領収書が添付できない場合には以下の書類を証拠書類とすることができる。

（１）回数券を利用している場合は、運賃が確定できる書類（写し可）

（２）クレジットカードによる購入の場合で領収書がない場合は、購入時の利用控え（写し可）

（３）SKIPサービス等によりWeb画面に表示される領収書等の証拠書類を出力したもの

４．パック商品の利用について
１．パック商品の利用について

　　出張の際は、出張計画を早期に確定し、客観的又は合理的な理由がある場合を除き、国内外の航空機、新幹線・在来線を利用したパック商品を利用すること。

２．出張手配及び請求支払いについて

パック商品を利用した場合、旅行代金は概ね運賃、素泊まり宿泊代及び食卓料（夕食）・（朝食）で構成されている。パック商品の内訳が旅費規程の支給項目と一致する場合は、パック商品代金を支給することとし、旅費規程の支給項目がパック商品に含まれていない場合は、減額調整用内訳明細に基づく金額を追加して支給する。

２．割引航空券（往復割引を除く）の利用について

　　国内外の航空機を利用したパック商品の利用が客観的又は合理的な理由により不可能な場合、割引航空券を利用すること。

（特割１、特割７ 等、往復割引よりも安価に利用できる航空券を利用する）
３．パック商品または割引航空券を利用できない場合について

　　利用できない場合は、別紙理由書を提出すること。

（旅費概算払いの場合は概算請求書提出時に、旅費精算払いの場合は精算請求書提出時に別紙理由書を提出する）
※運賃種別記号の確認

内国出張において、搭乗券の半券に印字された運賃種別記号がパック旅行に対応した記号かどうか確認する。一致していない場合、旅行者に問い合わせて理由を確認する。また、割引航空券を利用している場合も同様とする。
※パック旅行に昼食が含まれている場合、日当を１／２減額調整する。

パック商品・割引航空券を利用できない理由について

（旅費概算払いの場合は概算請求書提出時に、旅費精算払いの場合は精算請求書提出時にあわせて提出して下さい。）（旅行者）

所　属：　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　

職　名：　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　
氏　名：　　　　　  　　　　　　　　　　　　　帳票整理番号：                の出張について、下記１．もしくは２．の該当する部分を○で囲んでください。但し、両方該当する場合は１．及び２．の該当する部分（両方）に○を囲んでください。
１．パック商品が利用できない理由

　【対象：宿泊を要する出張のみ】

① 用務地周辺を対象としたパック商品がない、条件（インターネット可等）に合う商品がない。
② 申込の時点でパック商品の申込期限を過ぎている。（一杯でとれなかった。業務の都合で申し込みができなかった。）
③ 複数の用務地があり、対応するパックの商品がない。

④ 研修等で宿泊場所が決まっている。

⑤ 自宅等に宿泊するため宿泊料を必要としない。

⑥ その他（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
２．割引航空券が利用できない理由

【対象：宿泊の有無に拘わらず航空機を利用する場合】

① 搭乗日または搭乗区間の割引航空券の設定がない。

② 計画が確定された時点で、すでに割引航空券の購入可能期日を過ぎてしまっている。また、搭乗日の割引航空券の席が既に満席等で購入することができない。
③ 一部の区間で割引航空券が利用できず、総額として往復割引航空券利用の方が安い。

④ その他（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

以　上

